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序　―厳しくなる環境規制―
環境問題（environmental threats/ environmental issues,/environmental problems）
とは、人間活動に由来する環境の変化により発生した負の影響の総称である。20世紀の先
進国における急速な工業化は、一方では人間の暮らしに豊かさをもたらすと同時に、他方、
全地球に及ぶ環境負荷を増大させた。
わが国において、公害が社会問題として注目され始めたのは1950年代である。高度経済
成長を背景として、1960年代に公害問題はさらに悪化した。それにもかかわらず、公害関
係14法案が成立したのは1970年であり、環境庁が設置されたのは翌年の1971年である（環
境庁は2000年に環境省に昇格）。その後、1980年代に入ると環境問題は、それまでのよう
に一定地域や一国家に限局的かつ完結的な問題としてではなく、必ずしも発生源や被害地
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が特定できず、長期に渡り累積した環境負荷は地球環境問題へと拡大していった。すなわ
ち、オゾンホール、酸性雨、異常気象、地球温暖化などのように国境を越えて地球規模で
取り組まなければならない緊急性のある重大な局面を迎えたのである。ISO14001（1996
年発行、2004年改訂）では、環境を「大気、水、天然資源、植物、動物、人およびそれら
の相互関係を含む、組織の活動をとりまくもの」と定義し、「とりまくもの」の範囲を
「組織内から地球規模のシステムにまで及ぶ」としている。
環境問題に対する国家的な対策としては、汚染物質の排出規制や環境基準などを定める
といった環境規制の実施であり、年々厳しくならざるを得ない状況となってきている。例
えば欧州連合加盟国（以下、EUとする）における規制（詳細は第１節）は、従来、化学
物質にはほとんど無縁であった自動車業界や電機・電子業界にまでも、化学物質の含有
量・含有濃度管理を要請している。さらにそれは、部品の設計や調達にも関連することか
ら、事実上のグローバル・サプライチェーン規制となってきている。特に複数のサプライ
ヤーから納入された部品を組み立て、最終消費者へ販売する「セットメーカー」（manu-
facturer of assembled products）にとっては、厳しい規制状況と企業競争を考慮した経
営戦略は必須となってくる。
環境問題解消の方法とは、一般的に環境負荷をゼロないし最小限にする、そして現在の
付加を減少させるという段階を経ていくことである。それは一方では、環境規制の強化、
他方で、企業等、環境汚染にかかわる主体の自主的・積極的な環境対策が欠かせない。図
表－１は、地球環境問題に関する主な事象を示したものである。
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図表－１　地球環境問題に関する事象
１．世界の環境に関する規制
アメリカでは、1978年に起きた「ラブ･カナル事件」１を契機に制定された「包括的環境
対策・補償・責任法」（CERCLA）（1980）と、「スーパーファンド修正および再授権法」
（SARA）（1986）との２つの法律を合わせた、通称「スーパーファンド法」（“Superfund
Act.”/“Comprehensive Environmental Response”，“Compensation and Liability Act.”）
が運用されている。この法律は、有害物質に汚染された土地を浄化することを主な目的と
しており、責任対象は、当時に遡及し、潜在的責任当事者（potential responsible par-
ties；PRPs）として所有者・管理者や有害物質発生者だけでなく、有害物質の輸送業者、
投・融資した金融機関等にまで拡大されている。すなわち、責任を重視した負担原理
〔「応責原理」（“commitment principle”）〕を基本とするのである。
わが国では、第二次世界大戦戦後の高度経済成長がもたらした公害、とりわけ、四大公
害病を重要視して制定された公害対策基
本法（1967年８月法律第132号）を1993年
11月に廃止し、「環境」という理解の中に
大気や水などだけではなく、自然環境な
らびに生態系をも含め、環境保全に関す
る施策の基本となる事項を定めた環境基
本法を制定した。環境基本法では、個別
の法において具体化されるべき基本理念
を以下の３点規定している。
①「環境の恵沢の享受と継承等」（第３条）
すなわち、「健全で恵み豊かな環境が人
類の存続に不可欠であるという認識に
立って。現在および将来世代がそうし
た環境を享受できるように環境保全を
すべきである」こと。
②「環境への負荷の少ない持続的な発展
が可能な社会の構築等」（第４条）
すなわち、「低環境負荷型社会への移行、
役割分担の公平性、科学的知見を充実
させて未然防止を旨として環境保全が
されるべき」であること。
153
環境経営実践の端緒
図－２　環境関連法令の体系
③「国際的協調による地球環境保全」（第５条）
すなわち、地球温暖化対策をその典型とし、「地球環境保全は、国際的課題のみならず
国内的課題でもあることを認識し、国際社会との協力のもとに施策を進めることが、求
められている」こと。
さらに個別の環境法は、環境基本法の下位に位置付けられ、廃棄物・リサイクルなどの
分野については、2000年に「環境循環型社会形成推進基本法」２が制定された。図表－２
は、主な環境関連法令の体系である。
環境政策の先進国といわれるヨーロッパでは、1960年代末から1970年代初頭にかけて、
各国において、それぞれ環境政策の確立に向けた対策が始まるとともに、欧州共同体
（EC）で国際的な枠組みを意図した「欧州共通環境政策」（“Community Environmental
Po l icy”）の構築が進められた。1980年代以降は、「環境保全のための政策統合」
（“Environmental Policy Integration”；EPI）を基本理念として、EUにおいてさまざまな
規制が進展しており、国際的な環境規制に多大な影響を与えている。以下では、世界的に
影響力のあるEUの規制のうち、①ELV指令（End of Life Vehicles Directive）、②RoHS
指令（Restriction of the Use of the Certain Hazardous Substance in Electrical and
Electronic Equipment）、③WEEE指令（Waste Electrical and Electronic Equipment）、
④REACH規則（Registration, Evaluation, Authorization and Restriction of Chemicals）
を取り上げる。
（１）ELV指令（「使用済み自動車に関する指令」）
2000年10月に施行された自動車のリサイクル指令のことで、自動車からの廃棄物発生の
予防と使用済み自動車およびその部品の再利用，リサイクルおよび他の形態での再生によ
って廃棄物削減の促進を目的とする。環境へ与える影響を軽減するために、一部の例外を
除き、鉛（Pb）、水銀（Hg）、カドミウム（Cd）、六価クロムの使用を禁止する。
（２）RoHS指令（「電気・電子機器における特定有害物質の使用制限に関する欧州議会
および理事会指令」）
電気・電子機器における特定有害物質使用制限に関する指令であり、2003年２月に発行
され、2006年７月１日からEU25カ国で施行された。この指令は、個別商品における資源
の調達から生産、輸送、販売、使用およびサービスの提供、廃棄、再利用に至るライフサ
イクルにおいて、人の健康や地球環境負荷を最小限に抑えることを目的としている。具体
的には、鉛（Pb）、水銀（Hg）、カドミウム（Cd）、六価クロム､ポリ臭化ビフェニール
（PBB）・ポリ臭化ジフェニルエーテル（PBDE）等、６種類の化学物質の電気・電子機
器製品における使用規制であり、WEEE指令と密接に関連する（図表－３　RoHS指令・
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WEEE指令の対象製品と品目事例を参照）。
RoHS指令に関連してわが国では、2005年12月に「電気・電子機器の特定の化学物質の
含有表示方法」（“The Marking for Presence of the Specific Chemical Substances for
Electrical and Electronic Equipment”）の規格としてJ-Moss JIS規格（JIS C 0950）が
施行され、この規格の順守を義務づけた「資源有効利用促進法の改定」（2006年３月に政
令改正、４月に省令改正、７月から施行）３、ならびに「電気･電子機器の特定の化学物質
の含有表示方法（J-MOSS JIS）の改定（2008年１月発行）が行われた。
なお、中国でもEU規制に準拠した「電子情報製品生産汚染防止管理弁法」が中国版
RoHS指令として施行されている（2007年１月公布、３月から施行）。
（３）WEEE指令（「電気・電子機器の廃棄に関する欧州議会および理事会指令」）
RoHS指令と同時期（2003年２月）に公布された本指令は、電気・電子機器の廃棄に関
する指令であり、廃棄機器の環境汚染に対する予防が最優先項目となっている。具体的に
は、回収・リサイクルについて製造者責任を付与し、回収・リサイクルが容易な製品設計
やマーキングをするとともに、費用の負担を求めた指令である。
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図表－３　RoHS指令・WEEE指令の対象分野と製品の例
（４）REACH規則（「化学物質の登録、評価、許可、制限に関する規則」）
21世紀に向けて「持続可能な発展」（“sustainable development”）を目指す地球規模の
行動計画である「アジェンダ21」の採択〔1992年「環境と開発に関する国連会議」
（“United Nations Conference on Environment and Development”；UNCED）〕や、人
の健康と環境にもたらす悪影響を2020年までに最小化するための化学物質管理に関する指
針である「ヨハネスブルグ実施計画」（“Johannesburg Plan of Implementation”）の採択
〔2002年「持続可能な開発に関する世界首脳会議」（“World Summit on Sustainable
Development”；WSSD）〕、さらに、これを具体化するための「国際化学物質管理のため
の戦略的アプローチ」（“Strategic Approach to International Chemicals Management”
；SAICM）の採択〔2006年国際化学物質管理会議（The International Conference on
Chemicals Management；ICCM）〕などを通して、本規制は化学物質を適切に管理する
国際的枠組みとして2006年12月18日欧州理事会で採決され、2006年12月30日の官報公示を
経て、2007年６月１日に発効、EU25カ国で施行された。これは、「人の健康と環境の高レ
ベルの保護、ならびにEU市場での物質の自由な流通の確保と、EU化学産業の競争力と革
新の強化」を目的とする４。具体的には、安全性が確認されていない化学物質を市場から
排除するために、EUで流通する製品（物質･調剤･形成品）に含まれる化学物質に対して
登録・評価・認定を義務付けるものである。なお本規則は、EUの法体系５における「規則」
（regulation）であり、加盟国が各国内で運用する指令（上記①～③）とは異なり、加盟国
全てに適用される共通の法律である。さらに適用範囲は、EU領域内の事業者に限定され
ず、対EU輸出業者をも対象となるために、日本でも強い関心が示されている。
２．環境経営に向けた実践
環境問題の取り組みの主体は、行政、市民、企業であるが、環境負荷の発生に最も関連
が深いであろう企業の責任は重大である。現代における企業には、その活動による企業自
身の継続・発展にかかわる責任だけでなく、地球環境問題にかかわる大きな責任も付与さ
れているのである。
既述したように環境問題の解消とは、企業ならびに社会が「持続可能な発展」を実現す
るために、環境負荷の解消を目的とする。その方法は、一般的に環境負荷をゼロないし最
小限にする、そして現在の付加を減少させるという段階を経ていくことであり、その基本
的な考え方に、「汚染者負担原則」（“Polluter-Pays Principle”；PPP）があるが、近年、
その考え方も、「拡大生産者責任」（“Extended Producer’s Responsibility”；EPR）６へ、
また事後処理から未然防止へ、すなわち、「予防原則」（“Precautionary Principle”）７の
適用へと必然的に変化してきたのである。
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企業界では、1991年に国際商業会議所（International Chamber of Commerce；ICC）
が、企業に環境倫理を求め、16項目からなる「持続的発展のための産業憲章」を制定し、
自ら環境経営に取り組むことを求めた。これは、同年４月に開催された「第２回環境管理
に関する世界産業会議」（“World Industry Conference on Environmental
Management；WICEM”）の場で正式に採択され、その目的を、環境パフォーマンスの改
善・環境マネジメントシステムの推進・パフォーマンス測定ならびに環境報告の奨励とす
る。
わが国では経済団体連合会（以下、経団連とする）が、1991年４月に、地域社会や地球
環境と密接な関連を有する企業について、「その活動は、人間性の尊厳を維持し、全地球
的規模で環境保全が達成される未来社会を実現することにつながるものでなければならな
い」、また「環境問題に対して社会の構成員すべてが連携し、地球的規模で持続的発展が
可能な社会、企業と地域住民・消費者とが相互信頼のもとに共生する社会、環境保全を図
りながら自由で活力ある企業活動が展開される社会の実現を目指し、企業も、世界の『良
き企業市民』たることを旨とし、また環境問題への取り組みが自らの存在と活動に必須の
要件であることを認識する」ことを基本理念とする「経団連地球環境憲章」を制定した。
これは、環境問題に取り組む基本姿勢や具体的取り組みの指針を定めたもので、経済団体
としては世界で初めての環境憲章であり、11分野（①環境問題に関する経営方針、②社内
体制、③環境影響への配慮、④技術開発、⑤技術移転、⑥緊急時対応、⑦広報・啓蒙活動、
⑧社会との共生、⑨海外事業展開、⑩環境政策への貢献、⑪地球温暖化への対応）24項目
におよぶ企業行動指針が示され、これらに即した具体的な行動計画の作成を会員企業だけ
でなく業界団体に求めている８。
他方、経済同友会でも同年に「地球温暖化問題への取り組み─―未来の世代のために今
なすべきこと」を取りまとめ、企業、政府、市民それぞれに対しての提言を行った。この
提言は、エネルギーや物質の大量消費がベースとなる「現代文明そのものについての軌道
修正が必要である」ことを基本理念とした上で、特に、企業に向けた提言の中で、温暖化
対策のためには「現代のエネルギー消費社会、使い捨て社会を成り立たせてきた責任の相
当部分は企業が追わなければならない」との認識を示している９。
また、日本の環境政策の根幹を定める環境基本法（1993年11月19日法律第91号）では、
とりわけ事業者（企業）の責務を、他の主体よりも詳細に以下のように規定している（第
８条）。
①事業活動にあたって、公害防止と自然環境保全のための措置を講ずる責務、
②事業活動に係る成員などが廃棄物になった場合に適正な処理が図られるための措置
を講ずる努力義務、
③国・自治体の環境保全施策に協力する責務、
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このことは、環境問題を規制にのみ頼ることの限界を認め、企業に対して、より積極的な
対応を期待していることにほかならないのである。
なお、「環境経営」（“environmental management”）という語が、一般的に使用される
ようになったのは1990年代後半である。環境経営とは、企業における経営活動に環境保全
の促進のみならず、製品のライフサイクルにおけるすべての段階で環境に配慮する経営で
あり、今日では、企業が法令遵守を超え、自主的に実践することが不可欠となってきてい
る。より具体的には、
①環境問題を引き起こすと予想される全過程に対する事前予防と、それのもかかわらず
不幸にして起こってしまった場合の被害最小化に向けた努力、
②環境問題改善を目的とする技術革新、
③環境負荷の少ない製品を消費者が選択する範囲を拡大させるための情報公開の徹底、
である。これらの実現には、各企業においてトップマネジメントを中心とした適切な環境
経営理念（方針）（environmental management policy）の確立と、環境マネジメントシ
ステムや環境会計など、環境マネジメント技術の導入も必要である。さらに有効的な環境
経営を実践する企業を支援する市場も注目される。以下では、環境経営の実践に不可欠で
ある環境経営理念、環境マネジメント技術を、国際標準化機構（Internat iona l
Organization for Standardization； ISO）（以下、ISOとする）の規格と併せて概観し、
環境経営を支援するものとして環境配慮型市場について検討する。
（１）環境経営理念
経営理念（management philosophy）は、企業活動を展開する際に最も基本となる経営
者の価値基準である。それにもとづく経営政策〔経営方針（management policy）〕の立
案には、それがより具体化され意思決定過程に反映されて、当該企業が統一性・一貫性を
もって目的が達成されるための基本原則ないし指導原理として、経営計画（business
planning）の策定は必要とされる。環境経営に際しても、経営者は、企業の内外に対して、
環境負荷の低減や環境に有益な活動などに関する全体的な考え方、ならびに方向付けを経
営理念として明確に示す必要がある。
ISO（詳細は後述する）における規格4.2「環境方針」では、経営者をはじめトップマネ
ジメントに、環境方針を定め、遵守し、公表することを求めている。具体的に作成される
方針には、
①「組織の活動、製品及びサービスの、性質、規模及び環境影響に対して適切である」
こと、
②「継続的改善及び汚染の予防に関するコミットメントを含む」こと、
③「組織の環境側面に関係して適用可能な法的要求事項及び組織が同意するその他の要
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求事項を順守するコミットメントを含む」こと、
④「環境目的及び目標の設定及びレビューのための枠組を与える」こと、
⑤「文書化され、実行され、維持される」こと、
⑥「組織で働く又は組織のために働くすべての人に周知されること、
⑦「一般のひとが入手可能である」こと、
という７つの事項を要求しており、経営者をはじめトップマネジメントは、これに則り作
成された方針を全社的に定着させなければならない。
（２）環境マネジメント技術
環境マネジメントシステムは、企業がその本来的活動を通し、環境保全に自発的かつ継
続的に取り組むための管理運営を行う仕組みである。環境マネジメントシステムの標準規
格には、国際標準化機構（ISO）の発行したISO14000シリーズ（1996年発行、2004年改訂）
が世界的に普及しているが、それ以外にも、イギリスのBS775010、欧州委員会が策定した
EMAS11、日本の環境省が発行したエコアクション2112などが挙げられる。
ISO14000シリーズは、1992年の「環境と開発に関する世界委員会」（国連地球サミット）（“
World Commission on Environment and Development；WCED”）を契機として産業界
において創設された「持続可能な開発展のための世界経済人会議」（“Business Council
for Sustainable Development；BSCD”）（1995年設立）が、持続可能な発展のために企業
が取るべき行動の国際的標準化を要請したことから、国際標準化機構により作成され、
1996年９月に発行され2004年11月に改定された。なお、ISO14000は、企業にのみ限定せ
ず様々な組織における環境マネジメントとして適用可能であるため、その対象を企業だけ
ではなく組織一般としている。本項では、ISO14000シリーズを中心にマネジメントシス
テムとその関連領域（マネジメントシステムを促進する技術）を取り上げる13。
①環境マネジメントシステム（Environmental Management System；EMS）
企業を含め、組織が適切な環境への取り組みを体制的に構築し、運用していることを関
係者に対して示すとともに、各組織の活動や製品･サービスの環境に対する負荷を低減す
るために有効的な環境マネジメントシステムの保持ならびに運用の促進を目的とした
ISO14000シリーズにもとづく審査登録制度が世界的に拡大してきている。
ISO14000シリーズの中核を成すISO14001は、組織活動、製品ならびにサービスの環境
負荷の低減といった環境パフォーマンスの改善を実施する仕組みが継続的に運用されるシ
ステム（環境マネジメントシステム）を構築するために要求される規格である。そこでは
環境マネジメントシステムを、「組織のマネジメントシステムの一部で、環境方針を策定
し、実施し、環境側面を管理するために用いられるもの」と定義しており、５年ごとの見
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直しを要して14000シリーズの中で唯一認証登録を定めている。
その過程は、¡）計画（plan）、™）実施および運用（do）、£）点検（check）、¢）是
正活動ないし改善（action）――であり、PDCAサイクルに則り継続的な改善を促進する
ように設計され、最後にマネジメントレビューの段階を持つ（図表－４参照）。
具体的には、トップマネジメントによる組織の環境方針決定後、¡）計画段階は、
ａ．環境側面（4.3.1）：特定する手順の確立・実施・維持、
ｂ．法的及びその他の要求事項（4.3.2）：関係している法的要求事項を特定し、参照す
ることができ、組織の環境側面に適用するための手順の確立・実施・維持、
ｃ．目的、目標および実施計画（4.3.3）：目的、目標を設定し、実施・維持
――と３つの要求事項に分かれる。
™）実施および運用では
ａ．資源、役割、責任及び権限（4.4.1）：実施、運用に不可欠な資源として、人的資源、
専門的な技能、そして資金の準備と、各部門ならびに担当者の役割、責任、権限を
明確化する、
ｂ．力量、教育訓練及び自覚（4.4.2）：教育訓練ニーズの明確化や、必要な力量の保持、
ｃ．コミュニケーション（4.4.3）、
ｄ．分書類（4.4.4）、
ｅ．文書管理（4.4.5）、
ｆ．運用管理（4.4.6）、
ｇ．緊急事態への準備及び対応（4.4.7）：手順の確立・実施・維持、有害な環境影響の
予防ないし緩和、必要に応じての改定、手順の定期的テスト
――と７つの要求事項を提示している。
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図表－４　ISO14001のマネジメントプロセス概念図
大西靖「環境マネジメントシステム」、佐和隆光（監修）『環境経済・政策学の基礎知識』、有斐閣ブ
ックス、2006年。p.363、ISO （2004）ISO14001：2004Environmental Mental Management
System Requirement with Guidelines for Use,ISO.
£）点検（ならびに是正活動）には以下の５つの要求項目がある。それらは、
ａ．監視及び測定（4.5.1）：日常的な監視、
ｂ．順守評価（4.5.2）：遵守の手順や定期的な評価、
ｃ．不適合ならびに予防処置（4.5.3）、
ｄ．記録の管理（4.5.4）：測定記録、
ｅ．内部監査（4.5.5）：経営層へ監査結果の提供
――であり、最終のマネジメントレビューは、トップマネジメントに対し、環境マネジメ
ントシステムが継続する適切性、妥当性、有効性を確実にするために定期的な見直しを求
めている。
②環境パフォーマンス（Environmental Performance Evaluation；EPE）
主に、大気汚染、水質汚濁、廃棄物、エネルギーのように測定可能な環境項目に対して、
環境マネジメントシステムと同様にPDCAサイクルで運用し、評価する。日本では、
ISO14031の発行を受けて、環境省が９つのコア指標を体系的に整理し、より具体的なガ
イドラインとして「事業者の環境パフォーマンス指標」（2002年改訂版）を公表している。
③環境ラベル（Environmental Label）
環境保全や環境負荷の低減に有用な商品、またその取り組みに対し添付するラベルのこ
とであり、消費者が環境に配慮した製品を選別するための情報であることを目的とする。
ISOでは14020～14025が環境ラベルの規格となっている。日本では、1999年７月に
ISO14020の「一般原則」、2000年８月にISO14021・ISO14024、そして2008年６月に
ISO14025をJIS（日本工業規格）に制定している。ISO（JIS）におけるこれら規格では、
環境ラベルを３つのタイプに分類している。
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図表－５　事業活動とコア指標との関係図
出所：環境省「事業者の環境パフォーマンス指標」（2002年度版）2005年を簡略化。
④ライフサイクルアセスメント（Life Cycle Assessment；LCA）
製品やサービスに対する環境影響評価の手法のことである。主に個別の商品における資
源の調達から生産、輸送、販売、使用およびサービスの提供、廃棄、再利用に至る各段階
の環境への影響を定量的、客観的に評価する。 ISO14040の規格においては、以下の６段
階から構成されている。
¡）目的及び調査範囲の設定
™）ライフサイクルインベントリ分析
£）ライフサイクル影響評価
¢）ライフサイクル解釈
∞）報告
§）クリティカルレビュー
162
図表－６　環境ラベルにおける３分類
図表－７　ライフサイクルと環境負荷の概念図
出所：環境省［http://www.env.go.jp/policy/lifecycle/lifecycle.html（2010/8/20）］
⑤環境適合設計（Design for Environment；DfE）
調達、生産、輸送、販売、使用およびサービスの提供、廃棄、再利用に至るまで（すな
わち、ライフサイクル）の生産物連鎖のすべての段階で発生する環境負荷をより小さくす
るように配慮した製品・サービスの開発および設計のことである。
⑥環境会計（Environmental Accounting；EA）
環境省によれば、環境会計は「企業等が、持続可能な発展を目指して、社会との良好な
関係を保ちつつ、環境保全への取組を効率的かつ効果的に推進していくことを目的として、
事業活動における環境保全のためのコストとその活動により得られた効果を認識し、可能
な限り定量的（貨幣単位又は物量単位）に測定し伝達する仕組み」であり、その機能は外
部に対する機能〔企業外部における利害関係者（stakeholder）の企業評価に対して有用
である環境会計、すなわち外部環境会計情報を提供〕と、内部に対する機能（環境保全に
要した費用を管理・分析、すなわち内部環境会計14を通してより効率的で効果的な取り組
みの促進）の二つに分けられる。環境省では各国の成果を取り入れ、環境保全コスト、環
境保全効果、環境保全対策に伴う経済効果の測定・伝達の手引きとして2005年５月に「環
境会計ガイドライン」（1999年「環境保全コストの把握及び公表に関するガイドライン」
以降、数回にわたり改訂）を公表しており、環境と経済を連携させるのに有効的なシステ
ムであるとして、近年、多くの企業が導入している。
⑦環境報告書
企業が自らの活動において、環境配慮の取り組み状況に関する情報を公開し、社会ない
し利害関係者からの評価を受け、企業経営に反映していくための情報提供に関する有用な
手段として環境報告書の役割は大きくなってきており、近年、これを作成し公表する企業
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図表－８　環境マネジメント手法の体系化
大西靖「環境マネジメントシステム」、佐和隆光（監修）『環境経済・政策学の基礎知識』、有斐閣ブ
ックス、2006年、p.363。
が増加している。その背景には、
¡）「企業の社会的責任」（corporate social responsibility；CSR）の潮流、
™）社会ないし利害関係者からの要請、
£）環境マネジメントシステムの浸透、
¢）環境報告書ガイドラインの公表、
∞）環境報告書に対する表彰制度の創設、
§）社会的責任投資（socially responsible investment；SRI）（次項を参照）の伸長
――などがある。
わが国における環境報告書について環境省は、企業などが「経営責任者の緒言、環境保
全に関する方針・目標・計画、環境マネジメントに関する状況（環境マネジメントシステ
ム、法規制遵守、環境保全技術開発等）、環境負荷の低減に向けた取組の状況（CO２排出
量の削減、廃棄物の排出抑制等）等について取りまとめ、名称や報告を発信する媒体を問
わず、定期的に公表するもの」としており、その目的・効用は「環境への取組に対する社
会的説明責任を果たし、利害関係者による環境コミュニケーションが促進され、事業者の
環境保全に向けた取組の自主的改善とともに、社会からの信頼を勝ち得ていくことに大い
に役立つ」、また「消費や投融資を行う者にとっても有用な情報を提供するものとして活
用することができる」としている。
この報告書の内容や公表にあたり大きな影響を与えたものが2007年６月に環境省が、環
境報告を行う際の実務的な手引きとして提示した「環境報告ガイドライン（2007年版）」
である。これは「環境報告書ガイドライン（2003年度版）」15、および「事業者の環境パフ
ォーマンス指標ガイドライン（2002年度版）」を統合し、国内外の動向を踏まえ、改訂し
たものである。報告書に記載する情報・指標は、¡）基本項目（誓約、事業の総括な
ど）™）環境配慮の方針・目標・実践、£）環境マネジメントに関する状況、¢）環境負
荷の発生およびその低減に向けた取り組みの状況、∞）社会的取り組みの状況――の５分
野に分類され、25におよぶ詳細項目を提示している。なお、環境省が公表した2005年度の
「環境にやさしい企業行動調査」（１部、２部上場企業および従業員数500人以上の非上場
企業の合計6,444社を対象）によると、環境報告書を作成・公表している企業は933社あり、
そのうち６割以上が、環境面だけでなく、社会・経済的側面も記載している。同省では、
企業の社会的責任（Corporate Social Responsibility；CSR）（以下、CSRとする）や持続
可能性（sustainability）など、CSR関連の情報を含むものも環境報告書とみなすとしてい
る。
（３）環境配慮型市場
環境経営が、さらに拡大・進展し継続することを支援する市場環境（環境配慮型市場）
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の存在は不可欠である。すなわち、環境経営を重視する企業に対する長期的有利性確保の
必要である。グリーン調達（ないし購入）の動向やグリーンコンシューマーの増加、また
エコファンドをはじめとする社会的責任投資の伸長などが環境配慮型市場には大きく影響
し、その市場規模は拡大してきている。以下は、環境省が提示した環境ビジネスの市場規
模（図表－９）と雇用規模（図表－10）の推移である。
①社会的責任投資
消費者が市場において財・サービスを購入する際、従来は、主に価格・質・利便性を選
択基準とするのが一般的であった。しかし、1990年代後半からは、責任を持って生産され
た製品、ならびに責任を持って遂行されるサービスの市場が拡大してきている。これは、
企業を評価する市場の基準が変化しつつあることを裏付けている。換言すれば、生産主体
に対して、環境保全を含め、社会的に責任を遂行している企業か否かが問われてきている。
具体的には、どのような状況の下、どのような過程を経て財・サービスが生産されたのか、
すなわち、CSRの取り組みが問われているのである。このような傾向を反映するものとし
て欧米を中心に展開している「社会的責任投資」（“Socially Responsible Investment”；
SRI）（以下、SRIとする）の伸長が挙げられる。
SRIは、財務的指標に、社会・環境的指標、すなわち非財務的指標を加えて企業を評価
し、社会的に責任を果たしている企業を選別し投資する行動、または社会的・環境的・倫
理的側面に関する企業の姿勢を考慮した投資行動である。アメリカにおける一部のキリス
ト教会が、教義に反する対象に教会資産を投資することを排除したことが始まりとされる。
その後、1997年にイギリスのサスティナビリティ社（SustainAbility）のエルキントン
（Elkington ,J.）がその著書Cannibals with Forks：The Triple Bottom Line of 21st
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図表－９　環境ビジネスの市場規模
図表－10 環境ビジネスの雇用規模
出所：環境省［http://www.env.go.jp/policy/keizai_portal/B_industry/index.html#1（2010/8/3）］
Century Business16の中で提起した「トリプル・ボトムライン」（“triple bottom line”）、
すなわち、企業活動を経済のみならず、社会・環境に対する適合性をも含めた視点から捉
えて評価するという考え方がSRI投資行動の基本となる。
アメリカのSRI推進団体であるSocial Investment Forum（SIF）の2001 Trends
Report17では、SRIの主な投資方針（strategy）（すなわち広義のSRIと理解する）を、①選
別（screening）、②社会志向的株主行動（shareholder advocacy）、③地域社会投資
（community investing）――の三つに類別している。
選別とは、CSRに対する取り組みを勘案して投資銘柄を選定するもので、CSRに積極
的に取り組んでいる企業を投資先として選定するポジティブスクリーニング（positive
screening）と、特定の基準により不適当であると判断された企業を排除するネガティブ
スクリーニング（negative screening）との二つの方法がある。これは、社会的責任を果
たしている企業ほど持続的な好業績が見込めるという長期的な視野を基本とする。社会志
向的株主行動とは、株主が株式を保有している企業に対して、①企業市民の視点に立ち、
より責任を果たす行動、②会社の利害関係者すべての福利を高める活動に向けた管理に導
くこと、③長期的財務業績の向上――等の要求を、対話や議決権行使を行って要請するこ
とである。地域社会投資は、貧困層や地域の小規模事業者の経済的自立の促進、低所得者
居住地域の開発などを支援することを目的として、低利の融資提供や投資を行う投資手法
のことを指し、社会貢献とは区別される。SRIは企業を評価することで市場を通して企業
に支持（ないし不支持）を与えることになるもので、欧米において、その市場は拡大して
い る 。 特 に 、 2006年 の 「 国 連 責 任 投 資 原 則 」（“ Principles for Responsible
Investment”；PRI）策定を契機に急速に成長しており、SRIという呼称だけでなく「サ
スティナブルインベストメント」、ESG（Environment, Social, Governance）投資、責任
投資などと変更し、その投資目的も、倫理や社会正義だけでなく、より広く持続可能な社
会を構築するための合理的投資へと変容してきている。
わが国で初めて環境に配慮した金融投資商品（エコファンド）が登場したのは1999年で
ある。その後、国内株式中心のエコファンドだけではなく、グリーン不動産投資商品、マ
イクロファイナンス投資など、急速に拡大している。
②排出権取引
排出量取引、排出許可証取引ともいい、「汚染物質の排出総量目標を各排出源に配分し
たうえで、その取引を認めることによって、最少の費用で総量目標を達成しようとする政
策手段」18であり、具体的には、国や企業ごとに温室効果ガスの排出枠（キャップ）を定
め、排出枠が余った国や企業と、超過してしまった国や企業との間で取引する制度である。
京都議定書（1997年機構変動枠組条約第３回締約国会議；COP３）では、国際協力のも
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と、二酸化炭素などの温室効果ガスの削減を効率的に行うために、京都メカニズム（京都
議定書第17条）として、①共同実施（joint implementation；JI、第６条）、すなわち、先
進国間で温暖化対策を共同実施する制度、②クリーン開発メカニズム（clean develop-
ment mechanism；CDM、第12条）、すなわち、途上国における温暖化対策プロジェクト
で追加的な排出削減が実行された場合、その削減量を自国の排出削減枠として活用を可能
とする制度、③排出権取引（emission trading；ET、第17条）、すなわち、温室効果ガス
排出量の数値目標が設定されている先進国間で、排出枠の売買を認可する制度──を導入
している。
先進事例であるイギリスの排出権取引制度（UK Emissions trading Scheme；UK-ETS）
やEUの排出権取引制度（EU Emissions trading Scheme；EU-ETS）により、わが国で
は2005年に、企業の自主的・積極的な努力で効率的な排出削減をめざす「環境省自主参加
型国内排出権取引制度」（“Japan’s Voluntary Emissions Trading Scheme”）が導入さ
れ、本格的な国内市場の創設が検討されている。
３．環境ビジネス
わが国では経団連が、1991年に「地球環境憲章」を制定した後、1996年には、「経団連
環境アピール―21世紀の環境保全に向けた経済界の自主行動宣言―」において、「１．個
人や組織の有り様としての『環境倫理』の再確認、２．技術力の向上等、経済性の改善を
通じて環境負荷の低減を図る『エコ・エフィシェンシー（環境効率性）』の実現、３．『自
主的取り組み』の強化」を重要なキーワードとして、１．地球温暖化対策、２．循環型経
済社会の構築、３．環境管理システムの構築と環境監査、４．海外事業展開にあたっての
環境配慮―について提示している。さらに1997年には、より積極的・具体的な取り組みを
行うため、主な産業部門の各業界団体（製造業・エネルギー産業をはじめとする36業種）
が「経団連環境自主行動計画」として、自主的に数値目標・対策を定め、翌年から毎年そ
の状況を公表している。
一方で、地球環境問題との係わりや、それに関連し厳しくなる規制、他方で、市場にお
ける自由競争と自己責任の要請という狭間に立つ現代企業は、環境負荷の軽減と同時に、
より効率的な資源の活用を通し、事業を展開していかなければならない。すなわち、企業
．．
と社会との双方の持続可能な発展
．．．．．．．．．．．．．．．
の実現である。その実現には、資源の効率的循環、すな
わち「循環型社会」の構築が必要なる。その取り組みにあたり、経済的誘因から経済的効
果、さらにはその波及効果を期待されるものが環境ビジネスであると考えられる。
環境ビジネスは、技術系環境ビジネスと、ソフト・サービス系環境ビジネスと２つに大
別することができる19。前者には公害防止型ビジネス、資源節約型ビジネス、新環境型ビ
167
環境経営実践の端緒
ジネスなどがあり、後者には、環境コンサルティング、環境アセスメント、環境情報型ビ
ジネス、環境系金融ビジネスなどがある。
（１）技術系環境ビジネス
日本の環境問題は、1960年代から深刻化し、1967年に、大気汚染、水質汚染、土壌汚染、
悪臭、騒音、振動、地盤沈下──の７つを公害と定義した公害対策基本法成立後は、これ
らを防止する技術開発やその技術を用いたビジネスが進展し、わが国の環境ビジネスの主
流をなしてきた。その後1990年代に入り、環境問題の内容・範囲がともに拡大すると、地
球温暖化問題の解決や循環型社会構築が強く求められ、この分野における技術は、単にそ
れまでの公害防止技術だけでなく、より広く、「環境技術」の概念に包括されるようにな
る。
他方、新興国の急速な経済成長と、食糧、土地、水、エネルギーなどにおける世界的な
供給制約を調和させることが重要な課題となってきている。将来的にこれらの資源を節約
できる代替エネルギーの開発、ないし低コストかつ再生可能な新エネルギー導入の開発も
進展している。例えば、太陽熱、太陽光、風力、水力、波力などのエネルギーを使用した
発電装置や電熱併給システムなどに関するビジネスが含まれる。
（２）ソフト・サービス系環境ビジネス
環境ビジネスにおける「ソフト」とは、環境技術を使用する機械、装置、設備などの物
理的実態（「ハード」）、すなわち技術系環境ビジネスに対する用語で、知識・情報・流通
サービスなどを基本とするビジネスを意味し、環境教育ビジネスや環境専門の人材派遣ビ
ジネス、環境賠償責任保険、エコショップ、エコツアー、廃棄物処理なども含まれる。環
境問題は、環境保全にかかわるさまざまなビジネスを生み出す一方で、大きな影響を及ぼ
している。
金融業においても、環境保全の潮流は、欧米各国では1990年代初頭から多くの議論がな
されてきており、特に投・融資先への資金調達面での影響力を通じて、広く社会の環境配
慮行動を牽引することが期待されている。アメリカにおいて、金融機関が環境問題に関心
を払う契機となったのは「スーパーファンド法」であると言われる。この法の制定により、
金融機関は当初、責任問題が生ずることへの懸念から投・融資に対する制限を行ったり、
また、浄化責任を問われることにより投・融資先企業が破綻する事例も相次いで起こった。
このことは、この法が厳格責任（strict liability）を有することにより責任当事者の過失の
有無が問われず、したがって、潜在的責任当事者にも必然的に浄化責任が発生する。すな
わち、貸し手責任（lender liability）の観点から有害物発生者に投・融資した金融機関に
関する責任の可能性を認めたことを意味する。また、責任対象を当時に遡及するため、将
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来に責任負担義務が生ずる可能性を持つ当事者が存在すること。さらに、連帯責任（joint
liability）を付帯することにより、各当事者は、汚染浄化の全責任を負担する可能性が生
ずることになり、すなわち、支払い能力のない当事者の責任を、他の当事者が負担するこ
とが含意味されている。そこで、金融機関は、融資の審査項目に環境リスクを組み入れた
り、土地などを担保にする場合、環境監査を実施することなどを一般化し、さらに強化し
ている。
こうした潮流は、1992年、国際的な銀行が発表した「銀行による環境及び持続可能な発
展に関する宣言」で世界に提示され、1997年には、銀行のみならず金融機関すべてを含む
「金融機関による環境及び持続可能な発展に関する国連環境計画宣言」（“United Nations
Environment Programme”；UNEP）に発展し、2003年には、開発等にともなう環境負
荷を回避・軽減するために、環境社会影響のリスクを評価・管理すべく金融業界が独自に
設定した行動原則である「赤道原則」（“The Equator Principle”）が世界の主要金融機関
により採択され、これが、機関投資家の意思決定過程に環境、社会、企業統治
（Environmental, Social, Corporate Governance isuues；ESG課題）を受託者責任の範囲
内で反映させるべきとした2006年の「責任投資原則」（“Principles for Responsible
Investment”；PRI）の策定へとつながった。金融機関におけるこのような投・融資先の
配慮は、将来的に健全な環境ビジネス全般への資金流入を加速させ、社会の環境に対する
関心の向上、そしてそれによる効果が期待できると考えられている。
４．結　―ＣＳＲの観点から―
環境問題は、今や地球規模で考えなければならない深刻な問題である。それへの対応に
あたり、地球規模での規制の強化をはじめとする国際的な議論や協議、また環境保全に対
する市民意識の定着だけでなく、企業による自主的・積極的な対応、すなわち、環境経営
の実践は欠かせない。それは、企業と社会、双方の「持続可能な発展」を実現する際、環
境問題をも含めた社会問題すべてに取り組むべきとしたCSR経営に包括される。
CSRは、企業を取り巻く各利害関係者に対して責任のある経営を実現することを目的に、
1980年代からは、その中心概念に企業倫理（business ethics）が置かれ取り組まれてきた。
簡潔にいえば、各企業が個別に利害関係者を特定し、対話（stakeholder engagement）
を通した積極的な関与から、社会全体の持続可能な発展に貢献するのである。当初、「市
場における企業活動の在り方」として問われてきたが、近年、グローバリゼーションの進
展とともにさまざまな問題が顕在化してきた。
環境問題は、まさにグローバリゼーションを代表する問題であり、負の外部性は市場の
枠を超越し喫緊の問題となっている。CSRの観点からは、環境20を企業の利害関係者とし
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て捉え、環境負荷をゼロないし最小化する対策が望まれる。また環境経営は、ISO14000
シリーズとの関連により、CSRのかかわる分野の中で、マネジメントに関するシステム
化が最も進んでおり、CSRの取り組みにおける１つのモデルとして提示できるであろう。
１ 1978年にナイアガラのラブ・カナル運河で発生。運河の所有権を持つフッカー社が、1940年代
から1950年代にかけてこの運河に化学物質の大量廃棄を行い、その後の豪雨により化学物質（ダ
イオキシンやPCBなど）などが漏出し、住民に環境被害が生じた。
２ 「環境循環型社会形成推進基本法」は、2003年に」第1次基本計画、2008年に第２次基本計画が
策定されており、とりわけ第２次基本計画では、「循環型社会」、「低炭素社会」、「自然共生社会」
に向けた取り組みを総合的に推進している。なお、この計画では、それぞれについて指標を定め、
目標値を設定し、進展状況を毎年公表している。
３ 輸入品の販売数量の割合が増大している製品について、環境配慮の度合いを国産品と同水準に
引き上げていくことを目的とした本改正により、2006年７月１日より、下記７品目に６物質の含
有がある場合は、含有情報の提示が義務付けられた。
●含有マーク表示が義務付けられている７品目：①パーソナルコンピュータ、②ユニット形エア
コンディショナー、③テレビ受像機、④電気冷蔵庫、⑤電気洗濯機、⑥電子レンジ、⑦衣類乾燥
機
●対象となる６物質：①鉛及びその化合物、②水銀及びその化合物、③カドミウム及びその化合
物、④六価クロム化合物、⑤PBB（ポリブロモビフェニル）⑥PBDE（ポリブロモジフェニルエ
ーテル）
４ 経済産業省「REACH規則に関する解説書」、〔http://www.meti.go.jp/policy/chemical_mana-
gement/int/081104kaisetusyo.pdf（2010/７/29）〕
５ EUでは各加盟国内の法律と並行し、あるいは国内法に優先する法体系を持つ。それは、適用範
囲と法的拘束力により、①規則（regulation）、②指令（directive）、③決定（decision）、④勧告・
意見（recommendation/opinion）の種類がある。
６ 経済協力開発機構（OECD）が提唱した概念であり、「製品に対する生産者の物理的もしくは経
済的責任が製品ライフサイクルの使用後の段階にまで拡大される環境政策上の手法」と定義され
ており、わが国における循環型社会形成推進基本法にもこの考え方が取り入れられている。
７ 「予防原則」は、1992年の地球サミット（第２回「環境と開発に関する国際会議」）のリオ宣言
の第15原則の趣旨を継いだもので、環境問題に取り組むための基本的な基準となった。
８ 社団法人 経済団体連合会『経団連地球環境憲章』（1991年４月）。
９ 経済同友会提言『地球温暖化問題への取り組み──未来の世代のために今なすべきこと』（1991
年10月）。
10 1970年代から、環境保全に対する意識の高まりを背景として、イギリス規格協会（BSI）が環境
保全という目的を組織内において体系化するために策定した環境マネジメントシステムに関する
規格である。ISO14001はこの企画を継承するものであり、1992年４月に第１版、1994年２月に改
訂版が制定されたが、1996年（平成８年）９月、ISO14001の制定にともない消滅した。
11 欧州委員会により1995年４月に発効された環境管理制度のこと。この制度は、エコ監査の考え
方と、イギリスのBS7750が基礎となっている。
12 環境への取り組みを効果的、効率的に行うことを目的に、日本の環境省が策定したガイドライ
ンである。これにもとづき、取り組みを行う事業者を、審査し、認証・登録する。
13 参考：ISOウェブサイト［http://www.iso.org/iso/home.html（2010/７/28）］
参考文献：佐和隆光（監修）『環境経済・政策学の基礎知識』、有斐閣ブックス、2006年、畠山
武道･大塚直･北村喜宣『環境法入門』（第３版）、日経文庫、2007年、吉澤正『ISO14001入門』（第
２版）、日本経済新聞社、2005年。
14 内部環境会計は、欧米を中心に「環境管理会計」（“environmental management accounting”）
という語が使用されている。
15 国際的なNPOである「環境に責任を持つ経済のための連合」（“Coalition for Environmentally
Responsible Economies”；CERES）が、国連環境計画などと連携して、多くの利害関係者の参加
により1997年に開始され、作成された「持続可能性報告書」のガイドライン［通称GRI（Global
Reporting Incentive）ガイドライン］は、世界中で多くの企業により参照されており、わが国にお
いても環境省による環境報告書ガイドライン（2003年版）はこれを参考にしている。
16 Elkington ,J., Cannibals with Forks：The Triple Bottom Line of 21st Century Business,
Capstone Publishing Ltd .,1997を参照
17 http://www.socialinvest.org/areas/research/trends/SRI_Trends_Report_2001.pdf（2006/12/５）
を参照。
18 新澤秀則「排出量取引制度」、環境経済・政策学会（編）『環境経済・政策学の基礎知識』、有斐
閣、2006年、pp.222-223。
19 豊澄智巳『戦略的環境経営―環境と企業競争の実証分析―』、中央経済社、2007年、pp.76-79。
20 近年、企業の利害関係者として「環境」を提示する際、「環境主義者」（“environmentalist”）と
提示する例も見られる〔参考：Freeman,R.E., Harrison,S., Wick,A.C., Managing for Stakeholders :
Survival, Reputation, and Success, Yale University Press,2007.中村瑞穂（訳者代表）『利害関係者
志向の経営―存続・世評・成功―』、白桃書房、2010年〕。
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